障害者福祉におけるバルネラビリティ概念の意義 by 清野  絵
障害者福祉におけるバルネラビリティ概念の意義

































































































































































































































































































































































































































祉・社会サービス ②所得保障 ③雇用 ④権利擁護・差
別禁止である。障害の定義に関してはサービスを受給
する場合の認定の特徴から分類をしている。勝又（2008）
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によるアセスメント（障害程度認定）を誰が行うかに
より、認定で重視される要件が変わってくる。フラン
スやドイツの場合、役所の出先機関の医療従事者を含
むソーシャルワーカーが認定を行っている。ベルギー
の場合ダイレクトペイメントについては訴訟対策とし
て学際的チームがアセスメントを行っている。Bの分類
では、専門家のみならず障害当事者がアセスメントに
参加することが特徴である。ニーズの認定は医療的判
断にとどまらないことが特徴で、たとえばオランダで
は給付がAWBZという社会保険制度によって行われア
セスメントはRIOとよばれる独立組織で、そこには患
者・ケア利用組織・ケア提供者・開業医組織・健康保
険機関・そして市長村代表者が参加している。スウェー
デンのLSS法ではパーソナルアシスタンス（個別介助）
や住居・デイサービス等の社会サービスを社会的権利
として認めている。機能障害があることの医学的証明
を前提に医師以外の専門家（ソーシャルワーカー）が
「日常生活上重大で継続する困難を有する」かどうかの
評価を行うが、明確な基準は無い。デンマークも地方
公共団体のケースマネージャーが認定しているが明確
な基準は無い。ノルウェーでは障害者主導の個人的援
助（BPA）が行われており受給資格は申請者の自己評
価と、障害者本人の管理能力と本人の社会参加への意
思である。イギリスにおいてコミュニティ・ケアにお
けるアセスメントは介助の必要度・その必要費用の算
定が行政によって行われる。しかし、実際のサービスは、
まず行政の担当者が障害者の自宅を訪問し、大まかな
ニーズの内容とそれに見合った評価のレベルを決定す
る。ケアマネージャーが任命されニーズを判定し本人
と望ましいケアについて合意しケアプランを作成して
実施する。ニーズアセスメントを中心にする国の方が、
そうでない国よりも障害当事者の参加が進んでいると
言えよう。日本は手帳による障害認定であるので、そ
の認定は極めて医療モデル（機能評価）に偏っている。
（5）課題
従来、日本においては障害種別ごとに異なる法律に
基づいて医療や福祉が提供されてきた。1996年に日本
障害者協議会（JD）は総合福祉法としての障害者福祉
法を試案として提起した。佐藤は（2005）は、障害者
自立支援法前に障害程度区分について以下のように疑
念を呈している。すなわち応益（定率）負担も障害程
度区分も国の義務負担化の「前提」と説明されており、
かつては医学的診断とそれを基礎とした手帳等級制度
が担わされてきた役割（あなたは３級だから電動車い
すは支給されません、など）を、今度は認定調査項目
とコンピューターが担うだろう。しかし支援ニーズに
基づかない支給認定システムは、手帳がすでに役割を
（基本的には）終えたように、結局は制度確立に役立
たない。ニーズ把握の情報を集めても、数段階に「区
分」してしまえば、ニーズ把握には役立たなくなって
しまう。そして、欧米のように人（専門職とそのチーム、
および障害者参加）の育成と社会的合意形成（どのよ
うな生活を公的に保障するのか）が必要だと提起して
いる。様々な議論と調整を通じて信頼されるニーズ評
価の基準ができ、それを適切に活用できる専門性と専
門職が明らかになるというミクロレベルの経験の蓄積
と平行して、マクロレベルでは、市民・利用者参加の
市町村障害福祉計画作りを通じて支給決定水準の合意
形成が進むようにすることで政府が必要と考える応益
負担と障害程度区分（要介護度）を廃止させることに
つながるとしている。
障害者自立支援法の障害程度区分の一次判定につい
て、佐藤（2006）による調査の結果では障害程度区分
は身体では強い相関があるが、精神では無相関、知的
では弱相関であった。したがって、自立支援法は理念
上はともかく現実には3障害を総合的に判定できるもの
にはなりえていない。また、佐藤（2006）は障害者の
障害の種類、程度、生活場面や環境、変化や多様性を
考えると「このような統計的方法論で個々人の必要サー
ビス量の予測を立てることが可能かどうか、大いに疑
問である」と述べ「専門職による個別評価システム」
への転換の必要性を指摘している。
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さらに「障害程度区分」は「介護給付」のニーズ判
定指標として、特に精神障害・知的障害分野では疑問
視されており、「訓練等給付」のニーズ判定では参考程
度とされほとんど使われていない。まして、そのほか
のタイプを含む「障害者福祉の支援ニーズ」の総合的
把握のためには有効な仕組みではないと指摘されてい
る。
2013年9月27日、障害者基本法に基づく第3次障害者基
本計画について閣議決定した。総合福祉部会ではそも
そも障害程度区分については廃止という前提で議論が
なされてきている。しかし厚生労働省と総合福祉部会
および当事者、関係者の議論はかみ合っていない。障
害者自立支援法の障害程度区分についてはコンピュー
ターの一次判定が必要な支援を導き出すことはできな
い。障害程度区分の二次判定の変更率は40％近い。特
に認知症、知的障害、精神障害については認定が難し
い。今後は障害程度区分は変更、廃止する議論ではなく、
手帳制度やサービス体系の在り方など、総合的に議論
し、できるだけ簡略化される仕組みの構築を希望する。
全国精神保健福祉福祉会連合会（2013）は、第3次障害
者基本計画への課題として、個別支援体制については、
「サービス利用にあたっては、支援区分によって決めら
れるのではなく、本人の必要な支援が必要なときに受
けられるような柔軟なあり方が検討されるべき」とし
ている。
4．考察
本稿では、バルネラビリティ概念に関して概観して
きた。一般的な言説におけるバルネラブルや弱さにつ
いての論考は、むしろ弱さの重要性を述べており、弱
さを肯定すること、あるいは弱さを通して新たな人と
のつながり、関係性を作りだしていくことが述べられ
ている。しかし、これらの一般的な言説における弱さ
とは社会福祉の対象における弱さとは違いがあり、む
しろ社会福祉の対象でない者についての抽象的なバル
ネラビリティについて論じていると捉えることができ
るであろう。
次に、社会福祉研究におけるバルネラビリティについ
ては、主に古川の主張を概観した。古川は社会福祉サー
ビスの消費者として、一般的に想定されている強い市
民ではなく、高齢者・障害者等を社会的バルネラビリ
ティを持つバルネラブルな人々として議論を行ってい
る。しかし、そのような用語の使用についての批判も
ある。次に、障害者福祉とバルネラビリティに関しては、
竹内の主張を概観した。竹内は、障害者における弱さ
とは社会や支援者の障害者観がつくりだしているもの
であり、社会がその障害者の弱さ共同のものとして受
け止めることが、社会にとっても良い効果をもたらす
のではないかと主張している。次に、障害者福祉の観
点から弱さを肯定するという視点を持つべてるの家の
実践を概観した。べてるの家においては、症状や障害
により生じる社会生活の困難さやつらさといった弱さ
を、利用者がその弱さを認める公表することでむしろ
周囲の援助やつながりを得ることになるということを
示した。このことは、一般的な言説における弱さの肯
定とつながるものであると考える。また、べてるの家
では自分のことは自分で決めない、自己の弱さを認め
ているからこそ、周囲の人々の力を借りて自己決定を
していくという、自己決定の在り方について示唆に富
む実践が行われていた。
次に、日本における精神障害者の障害認定を概観し
て障害者のバルネラビリティについて具体的な整理を
試みた。障害認定とは、まさに古川のいうところの社
会的バルネラビリティのうち、認定を得て実際の社会
福祉の対象者となる人々のことである。ここで、バル
ネラブルな人々について制度上の支援の対象となるも
のと、ならないものがいることに着目する必要がある
であろう。そして、制度の対象者ではないがバルネラ
ブルな人々について社会福祉がどのように関わってい
くかということが、理論的、実践的に検討されるべき
であろう。さらに障害認定の問題は、バルネラビリティ
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に関しても示唆を与える。それは精神障害者の障害観
や認定をめぐっても様々な課題や問題点が挙げられて
おり、障害者という枠で一様に論じられることも多い
ものの、障害の種別や在り様によって社会生活上の不
利や、ニーズも異なっているということである。した
がって、バルネラビリティについて理論的に検討する
際には、障害の個別性についても十分に考慮すること
が必要であろう。そのような意味で、バルネラビリティ
という概念に社会的バルネラビリティという用語を提
言した古川の主張は一定の意義があるものと考えられ
る。そして、むしろこの論を発展させバルネラビリティ
について医療やリハビリテーションの対象となるよう
な生物学的あるいは身体的バルネラビリティと、そこ
から生じる心理学的バルネラビリティ、そして社会制
度や社会の意識等による社会的不利を社会的バルネラ
ビリティとして区別することを提言したい。社会福祉
領域では、問題や対象をミクロ、メゾ、マクロで分類
することが一般的であるが、障害者のバルネラビリティ
に関しては、医学や心理学の分野で行われているよう
に、生物、心理、社会と分類して対象を検討すること
は意味があるように思われる。そのことにより、バル
ネラビリティの実際的な意味と、またそれに対する社
会福祉の支援の関わり方がより明確化されると考え
る。このような意味では、WHOによる生活機能分類
(2001)がその根拠となると考える。生活機能分類（以
下、ICF）では、障害を心身機能・構造、活動、参加の
３つに区分している。このICFは従来の国際障害分類
（ICIDH）への批判、すなわち、医学モデルである、環
境の役割が軽視されている、児童や精神障害分類で使
いにくいといった点を改善して作成された。このよう
にICIDHがICFへと発展したように、従来のバルネラビ
リティでは医学モデルや社会モデルの言説が混合して
用いられていた。またむしろ、バルネラビリティは抽
象的な一般的な状況を示すものとしての使用がほとん
どであったが、社会的バルネラビリティとして定義す
ることが固有の意味を持った用語として社会福祉の対
象者の不利や弱さを検討する際に有効性を持つのでは
ないかと考える。
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